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1研究の目的   

近年市場が急拡大している東アジア地域におけ  

る製造企業の経営環境を階層的意志決定法（以下、  

AHP）を用いて定量的に評価する。本研究ではま  

ず、日系製造企業がアジアにおいて操業する際に  

重視する経営環境要因をAHPを用いて定量的に評  

価する。次にアジア各国の現在／将来の経営環境  

を数値化し、相対的な立地可能性を評価する。  

AHP評価は、自動車産業、電機産業を中心に実施  

し、産業別／規模別／対象市場などの相違により  

類型化を行い、それぞれの経営環境要因の違いを  

明らかにすることを目的とする。  

2 アジア経済の発展動向と日系企業の事業展  

開   

ASEAN各国のGNPは7．3％から8．5％の高成長  

を記録しており、国民の平均所得が上昇、電機、  

自動車などの市場が急拡大している。特に自動車  

産業は2000年には1000万台の需要が見込まれて  

いる。また2003年にはASEAN域内の貿易にかか  

る関税が撤廃される。これに向けて、各企業は生  

産の集約化を押し進め、域内水平分業体制を構築  

しようとしている。各国の政策的な対応にはまだ  

流動的な要素が多いが、各企業では水平分業体制  

に向けて行う域内生産拠点の増強／補間に対する  

評価を必要としている。  

3 AHPによる経営環境の定量化   

製造業が東アジア地域にて生産を行う場合の経  

営環境要因を抽出し、AHPを用いて定量化を  

行った。  

3．1 階層構造の作成   

階層構造は、主に「需要」、「供給」、「政  

治・社会システム」に分ける。それぞれの中がい  

くつかの要因に分かれて、全部で15の要因により  

構成されている。要因は、広い範囲の産業を網羅  

できるように、かつ要因が特定産業に特化されな  

いよう抽出した。先進国との差異が現れると考え  

られる社会基盤（ここでは新社会資本も含めた広義  

の社会資本を指す）については、さらに細かく要因  

を分けた（図1）。  

3．2  アンケートの実施   

アンケートは自動車産業J電機産業を対象に  

行った。さらに、可能な場合はアンケートと同時  

にヒアリングも実施し、ウェイト付けの根拠を  

伺った。なお、アンケートは経営環境要因を一対  

毎に比較する一対比較法により実施した。  

図1経営環境要因評価の階層図  

（一部集約して表示）  

4 結果ならびに考察   

完成車メーカー（大衆乗用車年産2万台規模）と自  

動車部品メーカー（サスペンション関連の生産）の経  

営環境要因のAHPによる評価結果を図2に表示す  

る。完成車メーカーは「需要」対応型、一方、自  
動車部品メーカーは「供給」対応型であることが  

わかる。なお、すべての一対比較の結果において  
整合度が基準値（0．15）を下回っており、論理的矛盾  
は標準値以下に収まっている。   

次に、ASEAN各国の経営環境の評価結果を考慮  
し、完成車メーカーと自動車部品メーカー（いずれ  
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も前出）の相対的な立地可能性を計測した結果を表  

1に示す。  

備であるため、当面は CKD （Complement  
Xnoekdown）生産による生産で対応せざる得ない。  
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5 緒言   

本研究により下記の事項が明らかに  

なった。  

・従来一元的に表すことの難しかっ   

た経営環境要因をAHPを用いる   

ことにより定量的に評価すること   

ができた。  

・東アジア現地で操業を行う場合、   

生産品目が最終製品（ex．完成車）で   

あるか現地工場向けの中間部品で   

あるかにより、需要対供給のウェ   

イト付けに差異が現れた。  

・ベトナムなどの後発国の需要規模   

の拡大に対する、最終製品生産工   

場の立地可能性の感度は高い。  

・一方、部品メーカーでは、支援企  

業の有無に対するウェイトが比較  

的高く、素材、原材料の現地調達  

率の向上が経営環境評価を引き上   

げる主な要因となっている。  

この他、産業間の比較を行うと、自動車産業より  

電機産業において工学系技術者のウェイトが高く  

評価されることが明らかになった。これは、一般  

的に自動車産業のR＆D部門は日本に集中配置する  

のに対し、電機産業ではR＆D部隊の現地化を推進  

レていることによるものと推察される。  

なお、素材産業についても、目下アンケート結果  

を集計中であり、後日調査結果を公表したい。  
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図2 経営環境要因のAHP評価結果   

完成車メーカーはタイ、自動車部品メーカーは  

インドの経営環境が最も高く評価された。完成車  

メーカーの場合、需要に対するウェイトが比較的  

高いため市場規模が急拡大しているタイのウェイ  

トが高く評価された。自動車部品メーカーの場合  

は、需要と支援企業（サボーティングインダスト  

リー）のウェイトが高く評価され、タイとインドが  

ほぼ同値で評価されている。   

タイでは利用可能な支援企業が増加しており、  

この影響を考慮すると完成車メーカーの場合0．2ポ  

イント、自動車部品メーカーの場合は0．6ポイント  

タイの選択度が増す。   

また、将来の需要拡大が期待されているベトナ  

ムの需要を仮にタイ同等になるものと見積もる  

と、完成車メーカーにとってのベトナムの経営環  

境評価は23．5％にはねあがる。この場合、べトナ  

ムでは社会基盤や支援企業に関する経営環境が不  

表1国別経営環境要因を考慮した評価結果  

タイ  ベトナム  フィリピ  ン  インド えシア   中国 軋州  TOTAL  備考   

完成車  現状  盈5∬  」卯．J∬  J＆4g  J乱J∬  j汐．タ∬  J〃仇併  

タイのサボーティング  
メーカー                   将来1  盟汀  ガ．J∬  J＆4∬  J＆〃∬  創＝ば  J〃仇併   インダストリーが増加  

来2  gJ．5∬  ガ．5∬  J乙汀  J乙4∫  J乱タ∬  ル仇餅  ベトナムの市場が拡大  

インド  
タイ   インド  台湾  mTAL  

自動車  現状  劇＝け  シノ一ご  J＆〝  劇．J∬  J〃仇併  

タイのサボーティング  
部品メーカー                   将来  2乱許  劇＝け  J乙タ∫  勿．〃∫  J〃仇併   インダストリーが増加   
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